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超高層アクティブ免震建築物の最大応答・最大制御力予測手法の提案 
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応答予測 標準偏差 ピークファクター   

 
1. はじめに 

近年，免震層にアクティブ制振を併用したアクティブ免

震が提案された。アクティブ免震の設計では，建築物の最

大応答や最大制御力のような相互に影響し合うパラメー

タが存在しており，従来はこれらのパラメータ決定のた

めには時刻歴応答解析が必要である。さらに，耐風設計の

場合，複数波のアンサンブル平均で評価する必要がある

ため 1)，アクティブ免震のパラメータを決定するのに莫大

な時間を費やしてしまう。 
一方で，パッシブ設計では風方向風力を受ける場合はガ

ストファクターを，風直交方向風力を受ける場合はピー

クファクターを用いることで，時刻歴応答解析を行わな

い簡易な設計法が提案されている 2)。 
𝑥𝑥max = 𝜎𝜎𝑔𝑔L (1) 

ここに，𝑥𝑥max：最大応答，𝜎𝜎：標準偏差，𝑔𝑔L：ピークファ

クターである。 
さらに，風方向風力を受けるアクティブ免震の場合，陳

らによって従来のパッシブ設計を拡張して，最大応答お

よび最大制御力を予測する簡易な設計法が提案されてい

る 3)。しかし，風直交方向風力を受けるアクティブ免震の

場合の簡易な設計法は提案されていない。 
本研究では，パッシブ設計で用いられるピークファクタ

ーを用いた方法（以降，ピークファクター方法）をアクテ

ィブ免震に拡張し，超高層アクティブ免震建築物のため

の最大応答および最大制御力の簡易な設計法を提案する。 
 

2. モデルの設計 

2.1. 力学モデルおよび制御系の設計 

風力を受ける多自由度系アクティブ免震の振動方程式

は以下で表される。 
𝐌𝐌𝐱̈𝐱(𝑡𝑡) + 𝐂𝐂𝐱̇𝐱(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊𝐊𝐊(𝑡𝑡) = 𝐄𝐄𝐟𝐟𝐟𝐟(𝑡𝑡) − 𝐄𝐄𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (2) 

ここで，𝐱𝐱(𝑡𝑡)：応答変位ベクトル，𝐌𝐌：質量マトリクス，

𝐂𝐂：減衰マトリクス，𝐊𝐊：剛性マトリクス，𝐟𝐟(𝑡𝑡)：風外乱ベ

クトル，𝐄𝐄𝐟𝐟：𝐟𝐟(𝑡𝑡)の入力マトリクス，𝑢𝑢(𝑡𝑡)：制御力，𝐄𝐄𝑢𝑢：
𝑢𝑢(𝑡𝑡)の入力マトリクスである。 
次に制御系を構築するために，式(2)の状態方程式を示す。 
𝐳̇𝐳(𝑡𝑡) = 𝐀𝐀𝐀𝐀(𝑡𝑡) + 𝐁𝐁𝐟𝐟𝐟𝐟(𝑡𝑡) − 𝐁𝐁𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (3) 

ここに，𝐳𝐳(𝑡𝑡)：状態変数ベクトル，𝐀𝐀：システムマトリク

ス，𝐁𝐁𝐟𝐟：風力入力ゲイン，𝐁𝐁𝑢𝑢：制御力入力ゲインであり，

それぞれ次式で定義される。 
 

𝐳𝐳(𝑡𝑡) = [𝐱𝐱T(𝑡𝑡) 𝐱̇𝐱T(𝑡𝑡)]T (4) 
𝐀𝐀 = [ 𝟎𝟎 𝐈𝐈

−𝐌𝐌−1𝐊𝐊 −𝐌𝐌−1𝐂𝐂] (5) 

𝐁𝐁𝐟𝐟 = [𝟎𝟎T (𝐌𝐌−1𝐄𝐄𝐟𝐟)T]T (6) 
𝐁𝐁𝑢𝑢 = [𝟎𝟎T (𝐌𝐌−1𝐄𝐄𝑢𝑢)T]T (7) 

本研究における制御系のブロック線図を図 1 に示す。 

 
図 1 ブロック線図 

本研究では，以下の制御則のフィードバック制御を行う。 
𝑢𝑢(𝑡𝑡) = 𝐊𝐊P𝐳𝐳(𝑡𝑡) = 𝐊𝐊PD𝐱𝐱(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊PV𝐱̇𝐱(𝑡𝑡) (8) 

ここに，𝐊𝐊P：状態フィードバックゲイン，𝐊𝐊PD：応答変

位の状態フィードバックゲイン，𝐊𝐊PV：応答速度の状態フ

ィードバックゲインである。 
本研究では，最適レギュレータ（以降，LQR 制御）を用

いる 4)。LQR 評価関数を次式に示す。 

𝐽𝐽 = ∫ [𝐳𝐳T(𝑡𝑡)𝐐𝐐𝑛𝑛𝐳𝐳(𝑡𝑡) + 𝑢𝑢T(𝑡𝑡)𝑅𝑅𝑅𝑅(𝑡𝑡)]𝑑𝑑𝑑𝑑
∞

0
 (9) 

ここに，𝐐𝐐𝑛𝑛：状態変数の重み行列，𝑅𝑅：制御力の重みで

ある。 
2.2. 等価パッシブモデルの構築 

本章ではアクティブ制御を考慮した等価パッシブモデ

ルを構築することで，アクティブ制御系の応答および固

有値，固有モード等を評価する。 
式(2)の振動方程式に式(8)を代入して整理すると，アク

ティブ制御系の等価パッシブモデルが得られる。 
𝐌𝐌𝐱̈𝐱(𝑡𝑡) + 𝐂𝐂eq𝐱̇𝐱(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊eq𝐱𝐱(𝑡𝑡) = 𝐄𝐄𝐟𝐟𝐟𝐟(𝑡𝑡) (10) 

ここに，𝐂𝐂eq：等価減衰マトリクス，𝐊𝐊eq：等価剛性マト

リクスであり，次式で定義する。 
𝐂𝐂eq = 𝐂𝐂 + 𝐄𝐄u𝐊𝐊PV (11) 
𝐊𝐊eq = 𝐊𝐊 + 𝐄𝐄u𝐊𝐊PD (12) 

ここで，等価モデルの固有値を算定する際，𝐊𝐊eqは非対称

マトリクスになるため，複素モード解析を行う必要があ

る。しかし，設計を簡易にするために，本研究では実数固

有値解析によって固有値および固有モードを算定するこ

ととする。 
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7. 既往研究との関係 
間仕切り壁の振動台実験に関する既往研究 2) - 5)と，J3 棟

の間仕切り壁とで固有振動数の比較を行う。既往研究と J3
棟の間仕切り壁の仕様と固有振動数を Table 3 に示す。本

報では，間仕切り壁の高さと固有振動数の関係に注目し，

その関係を Fig. 11 に示す。Fig. 11 には実験 2) - 5)の固有振

動数𝑓𝑓[Hz]を間仕切り壁の高さ𝐻𝐻[m]の関数で近似した曲線

（式(6)）も併せて示す。式(6)の𝛼𝛼と𝛽𝛽は最小二乗法で決定

し，𝛼𝛼 = 18.4，𝛽𝛽 = 0.784 となった。 
𝑓𝑓 = 𝛼𝛼 ∙ 𝛽𝛽𝐻𝐻 (6) 

Fig. 11 より，幅，下地およ

び仕上が異なる場合におい

ても高さと固有振動数には

相関がみられる。実験 2) - 5)で

得られた固有振動数は，限定

された境界条件であるが，観

測記録から得られた固有振

動数と良い対応を示してい

ることが確認できる。また，

本報で対象とした J3 棟の間

仕切り壁と，振動台実験の間

仕切り壁 2) - 5)は，式(6)によって固有振動数を間仕切り壁の

高さで近似できる可能性が確認できる。ただし，限定され

た境界条件であるため，更なる検討が必要である。 
 
8.まとめ 

本報では，実際の超高層免震建物の間仕切り壁の観測記

録を用いて，間仕切り壁の地震時の動的応答性状を分析し

た。以下に得られた知見を示す。 
(1)  間仕切り壁の面外方向の固有振動数と減衰定数の同

定を行った結果，1 次固有振動数については，床の面

外方向最大加速度の大きさによらず一定であること

が確認できた。1 次減衰定数については，床の面外方

向最大加速度が大きくなるにつれて大きくなる傾向

があることが確認できた。床の最大加速度に対する間

仕切り壁の最大加速度の面外方向の増幅率に振幅依

存性がみられたのはこのためだと考えられる。 
(2)  同定された J3 棟の間仕切り壁の固有振動数と，既往

研究の振動台実験の間仕切り壁の固有振動数は，ど

ちらも間仕切り壁の高さによって近似できる可能性

が確認できた。 
 

今後は，建物内の他の間仕切り壁での観測結果を用いて，

境界条件の違いが応答特性に与える影響について検討す

る予定である。 
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Table 3 間仕切り壁の仕様と固有振動数 

 高さ[m] 幅[m] 下地仕様 仕上仕様 固有振動数[Hz] 

J3 棟 7 階 3.35 7.40 C65 形@303 GB-R 12.5mm + 9.5mm 
両面 2 枚張 7.82 

文献 2) 4.00 3.64 C65 形@455 GB-F 21.0 mm 片面 2 枚張 6.60 

文献 3) 5.00 3.64 C100 形@455 GB-F 21.0 mm 片面 2 枚張 5.86 
5.00 3.64 C100 形@455 GB-F 12.5 mm 両面 2 枚張 5.73 

文献 4) 8.00 1.82 C100 形@455 GB-F 21.0 mm 片面 2 枚張 2.26 
文献 5) 2.50 1.82 C65 形@454.5 GB-F 12.5 mm 両面 2 枚張 10.0 

 
 

 
Fig. 11 間仕切り壁の高

さと固有振動数の関係 
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*3 東京科学大学 総合研究院 助教・博士（学術） Assistant Professor, IIR, Institute of Science Tokyo, Ph.D. *3

*4 東京科学大学 総合研究院 教授・博士（工学） Professor, IIR, Institute of Science Tokyo, Dr.Eng*4

*5 東京科学大学 大学院生 Graduate Student, Institute of Science Tokyo*5

 
 

Eq.(6) 

2060 2024年度日本建築学会
関東支部研究報告集Ⅰ

2025年3月

― 461―



2024 年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2025 年 3 月  

 
2 

 

3. 最大応答および最大制御力の予測手法 

3.1. 1次モードの抽出 
風応答では 1 次モードが卓越するため，等価モデルの 1

次モードの応答を用いて，アクティブ制御系の応答を近

似する。 
𝐱𝐱(𝑡𝑡) ≈ 𝛟𝛟m1𝑥𝑥m1(𝑡𝑡) (13) 

ここに，𝛟𝛟m1：1 次固有ベクトル，𝑥𝑥m1(𝑡𝑡)：1 次一般化応

答変位である。式(13)を式(2)に代入すると次式を得る。 
𝐌𝐌𝛟𝛟m1𝑥̈𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐂𝐂𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊𝛟𝛟m1𝑥𝑥(𝑡𝑡)

≈ 𝐄𝐄𝐟𝐟𝐟𝐟(𝑡𝑡) − 𝐄𝐄𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (14) 

ここに，左から𝛟𝛟m1
T を乗ずると， 

𝛟𝛟m1
T 𝐌𝐌𝛟𝛟m1𝑥̈𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝛟𝛟m1

T 𝐂𝐂𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝛟𝛟m1
T 𝐊𝐊𝛟𝛟m1𝑥𝑥(𝑡𝑡)

≈ 𝛟𝛟m1
T 𝐄𝐄𝐟𝐟𝐟𝐟(𝑡𝑡) −𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (15) 

したがって，1 次一般化制御力𝑢𝑢m1(𝑡𝑡)は制御力𝑢𝑢(𝑡𝑡)を用

いて以下のように近似される。 
𝑢𝑢m1(𝑡𝑡) ≈ 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (16) 
また，式(8)は 1 次モード近似により，  
𝑢𝑢(𝑡𝑡) ≈ 𝐊𝐊PD𝛟𝛟m1𝑥𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊PV𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) (17) 

これを式(16)に代入することで𝑢𝑢m1(𝑡𝑡)が導かれる。 
𝑢𝑢m1(𝑡𝑡) ≈ 𝐾𝐾PD,m1𝑥𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐾𝐾PV,m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) (18) 

ここに， 
𝐾𝐾PD,m1 = 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝐊𝐊PD𝛟𝛟m1 (19) 
𝐾𝐾PV,m1 = 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝐊𝐊PV𝛟𝛟m1 (20) 
3.2. ピークファクター方法 
最大応答および最大制御力は以下のように近似される。 
𝐱𝐱max ≈ 𝛟𝛟m1𝑥𝑥max,m1 = 𝛟𝛟m1𝜎𝜎D,m1𝑔𝑔D,m1 (21) 
𝐱̇𝐱max ≈ 𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥max,m1 = 𝛟𝛟m1𝜎𝜎V,m1𝑔𝑔V,m1 (22) 
𝑢𝑢max ≈

𝑢𝑢max,m1
𝛟𝛟m1
T 𝐄𝐄𝑢𝑢

= 𝜎𝜎𝑢𝑢,m1
𝛟𝛟m1
T 𝐄𝐄𝑢𝑢

𝑔𝑔𝑢𝑢,m1 (23) 

ここに，𝜎𝜎D,m1，𝜎𝜎V,m1，𝜎𝜎𝑢𝑢,m1：1 次一般化応答変位，1 次

一般化応答速度および 1 次一般化制御力の標準偏差，

𝑔𝑔D,m1，𝑔𝑔V,m1，𝑔𝑔𝑢𝑢,m1：1 次一般化応答変位，1 次一般化応

答速度および 1 次一般化制御力のピークファクターであ

り，荷重指針 2)を用いて以下の式により与える。 
𝑔𝑔L = √2 ln(600𝑛𝑛m1) + 1.2 (24) 

3.3. 標準偏差 
1 次モード応答の標準偏差は以下の式により算出する 1)。 

𝜎𝜎D,m1 = √∫ |𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛)|2𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑 (25) 

𝜎𝜎V,m1 = √∫ |𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛)|2𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑 (26) 

𝜎𝜎𝑢𝑢,m1 = √∫ |𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛)|2𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑 (27) 

ここに，𝑛𝑛：振動数，𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛)：1 次

一般化応答変位，1 次一般化応答速度および 1 次一般化

制御力の伝達関数，𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)：1 次一般化風力のパワースペ

クトル密度である。 
 

𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛)は以下の式で算定する。 

𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛) = 1

𝑘𝑘m1 [1 − ( 𝑛𝑛
𝑛𝑛m1

)
2

+ 2𝜁𝜁m1 (
𝑛𝑛
𝑛𝑛m1

) × i]
 (28) 

𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛) = 2𝜋𝜋𝜋𝜋i × 𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛) (29) 
𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛) = 𝐾𝐾PD,m1𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛) + 𝐾𝐾PV,m1𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛) (30) 

ここに，𝑘𝑘m1：1 次一般化剛性，𝑛𝑛m1：1 次一般化固有振

動数，𝜁𝜁m1：1 次一般化減衰定数，i：虚数単位である。 
 

4. 検証用のモデルと風力の概要 

4.1. 建築物の概要 

図 3 に構造物のモデルを，表 1 にモデルの諸元，表 2 に

各層のパラメータを示す。水平剛性の算出方法は文献 5)を

参考にし，減衰は剛性比例型とする。また，上部構造の 1
次固有モードは直線型モード分布とする。 

   
図 2 力学モデル  図 3 構造物のモデル 

 

表 1 モデルの諸元 

 

表 2 各層パラメータ 
 パラメータ 記号 数値 質点 質量 減衰係数 剛性 

上
部
構
造 

構造種別 - 鉄骨造 𝑖𝑖 𝑚𝑚𝑖𝑖[t] 𝑐𝑐𝑖𝑖[kN･s/m] 𝑘𝑘𝑖𝑖[kN･m] 
高さ 𝐻𝐻 100 m  0 800  ,005 78,957 
幅 𝐵𝐵 20 m 9 800  ,9 0  50,0 8 
奥行き 𝐷𝐷 20 m 8 800 2,7 4 2 3, 83 
密度 𝜌𝜌 0.2 t/m3 7 800 3,4 8 268,453 
1 次固有周期 𝑇𝑇s.m1 2 s 6 800 4,02  3 5,827 
1 次減衰定数 𝜁𝜁s.m1 2 % 5 800 4,524 355,306 

免
震
層 

幅 𝐵𝐵0 20 m 4 800 4,926 386,888 
奥行き 𝐷𝐷0 20 m 3 800 5,228 4 0,576 
面密度 𝜌𝜌0 3 t/m2 2 800 5,429 426,367 
免震周期 𝑇𝑇0 4 s   800 5,529 434,263 
免震減衰比 𝜁𝜁0 20 % 0  ,200 5,78  22,700 

4.2. 風力の概要 

本研究では風洞実験 6)（Wind Tunnel Experience, WTE）

により得られた風直交方向風力を用いる。表 3 に風力の

諸元を示す。また，数値解析結果は 30 ケースのアンサン

ブル平均で評価し，ばらつきを 30 ケースの標準偏差で評

価する。 
また，図 4 に風洞実験から得られる風直交方向風力の 1

次 モ ー ド パ ワ ー ス ペ ク ト ル 密 度 と ， 荷 重 指 針

（Recommendation for Loads on Buildings, RLB）によ

る風直交方向風力のパワースペクトル密度の比較を示す。 
  

  0

  0   0

  0     0   

  

    

          

 0
 0   

 0  0  
 
 

 
 
 
 

    

 
 
 

 
 
 
 

20 m

 0
0 
m

  

― 462―



2024 年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2025 年 3 月  

 
3 

 

表 3 風力の諸元 

 

風外乱方向 風直交方向 
ケース数 30 
計画地 東京 
粗度区分 Ⅲ 
再現期間 500 年 
基本風速 36 m 
500 年風速 40 m 
設計風速 50.41 m/s 図 4 風力のパワースペクトル密度 
速度圧 1,550 N/m2  
4.3. LQR制御目標の設定 

式(9)の状態変数の重み行列を以下のように設定する。 
𝐐𝐐1 = 10𝛽𝛽diag[1 0 ⋯ 0 ⋮ 0 0 ⋯ 0] (31) 
𝐐𝐐2 = 10𝛽𝛽diag[1 1 ⋯ 1 ⋮ 1 1 ⋯ 1] (32) 

𝐐𝐐3 = 10𝛽𝛽 [𝐖𝐖 𝟎𝟎
𝟎𝟎 𝐖𝐖]

T
[𝐈𝐈 𝟎𝟎
𝟎𝟎 𝟎𝟎] [𝐖𝐖 𝟎𝟎

𝟎𝟎 𝐖𝐖] (33) 

𝐐𝐐4 = 10𝛽𝛽 [𝐖𝐖 𝟎𝟎
𝟎𝟎 𝐖𝐖]

T
[𝐈𝐈 𝟎𝟎
𝟎𝟎 𝐈𝐈] [𝐖𝐖 𝟎𝟎

𝟎𝟎 𝐖𝐖] (34) 

ここに，𝛽𝛽：LQR 重み指数，𝐈𝐈：単位行列，𝐖𝐖：変換行列

であり，本研究では変位 層間変形変換行列とする。 

𝐖𝐖 =

[
 
 
 
 1 0
−1 1

⋯
⋯

0 0
0 0

⋮    ⋮ ⋱ ⋮ ⋮
0 0
0 0

⋯
⋯

1 0
−1 1]

 
 
 
 
 (35) 

また，制御力の重みは次のように定める。 
𝑅𝑅 = 1 (36) 

表 3 に，状態変数の重み行列の意味についてまとめる。 
表 3 LQR制御目標 

ケース 𝐐𝐐𝑛𝑛 制御目標 
Case1 𝐐𝐐1 免震層応答変位 
Case2 𝐐𝐐2 全層変位&全層速度 
Case3 𝐐𝐐3 層間変形 
Case4 𝐐𝐐4 層間変形&層間速度 

 
5. 数値解析結果 

本章では，3 章で示した最大応答および最大制御力の予

測値と時刻歴応答解析を行った数値解析結果を比較する。 
なお，Sim.は数値解析結果を，Pre.は予測値を表す。 

5.1. 標準偏差 

図 4，図 5，図 6 にそれぞれ免震層応答変位，免震層応

答速度および制御力の標準偏差の数値解析値と予測値の

比較を示す。なお，制御力の標準偏差は建築物全重量で基

準化する。図 4，図 5 より免震層応答変位および免震層応

答速度の標準偏差の数値解析値と予測値は，一部ケース

を除いて概ね一致している。また，制御力の標準偏差につ

いて図 6 より Case3 以外で概ね精度よく予測できた。 
5.2. ピークファクター 

図 7，図 8，図 9 にそれぞれ免震層応答変位，免震層応

答速度および制御力のピークファクターの数値解析値と

予測値の比較を示す。図 7，図 8，図 9 より各制御ケース

の数値解析値と予測値は非常に精度よく一致している。 
5.3. 最大応答および最大制御力 

図 10，図 11，図 12 にそれぞれ免震層最大変位，免震層

最大速度および最大制御力の数値解析値と予測値の比較

を示す。なお，最大制御力は建築物全重量で基準化する。

図 10，図 11 より免震層最大変位および免震層最大速度

の数値解析値と予測値は，一部ケースを除いて概ね一致

していると考えられる。また，最大制御力について図 12
より Case3 以外で概ね精度よく予測できた。 
 

6. まとめ 

本研究では，風直交方向風力を受ける超高層アクティブ

免震建築物の最大応答および最大制御力を，荷重指針で

提案されている風直交方向振動のピークファクターと標

準偏差を用いて予測する方法を提案した。 
アクティブ制御目標を複数設定して検証した結果，免震

層最大変位と免震層最大速度は，Case2 および Case4 を

除いて概ね精度よく予測することができた。最大制御力

も Case3 を除いて概ね精度よく予測できた。 
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3. 最大応答および最大制御力の予測手法 

3.1. 1次モードの抽出 
風応答では 1 次モードが卓越するため，等価モデルの 1

次モードの応答を用いて，アクティブ制御系の応答を近

似する。 
𝐱𝐱(𝑡𝑡) ≈ 𝛟𝛟m1𝑥𝑥m1(𝑡𝑡) (13) 

ここに，𝛟𝛟m1：1 次固有ベクトル，𝑥𝑥m1(𝑡𝑡)：1 次一般化応

答変位である。式(13)を式(2)に代入すると次式を得る。 
𝐌𝐌𝛟𝛟m1𝑥̈𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐂𝐂𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊𝛟𝛟m1𝑥𝑥(𝑡𝑡)

≈ 𝐄𝐄𝐟𝐟𝐟𝐟(𝑡𝑡) − 𝐄𝐄𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (14) 

ここに，左から𝛟𝛟m1
T を乗ずると， 

𝛟𝛟m1
T 𝐌𝐌𝛟𝛟m1𝑥̈𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝛟𝛟m1

T 𝐂𝐂𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝛟𝛟m1
T 𝐊𝐊𝛟𝛟m1𝑥𝑥(𝑡𝑡)

≈ 𝛟𝛟m1
T 𝐄𝐄𝐟𝐟𝐟𝐟(𝑡𝑡) −𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (15) 

したがって，1 次一般化制御力𝑢𝑢m1(𝑡𝑡)は制御力𝑢𝑢(𝑡𝑡)を用

いて以下のように近似される。 
𝑢𝑢m1(𝑡𝑡) ≈ 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝑢𝑢(𝑡𝑡) (16) 
また，式(8)は 1 次モード近似により，  
𝑢𝑢(𝑡𝑡) ≈ 𝐊𝐊PD𝛟𝛟m1𝑥𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊PV𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) (17) 

これを式(16)に代入することで𝑢𝑢m1(𝑡𝑡)が導かれる。 
𝑢𝑢m1(𝑡𝑡) ≈ 𝐾𝐾PD,m1𝑥𝑥m1(𝑡𝑡) + 𝐾𝐾PV,m1𝑥̇𝑥m1(𝑡𝑡) (18) 

ここに， 
𝐾𝐾PD,m1 = 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝐊𝐊PD𝛟𝛟m1 (19) 
𝐾𝐾PV,m1 = 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄𝑢𝑢𝐊𝐊PV𝛟𝛟m1 (20) 
3.2. ピークファクター方法 
最大応答および最大制御力は以下のように近似される。 
𝐱𝐱max ≈ 𝛟𝛟m1𝑥𝑥max,m1 = 𝛟𝛟m1𝜎𝜎D,m1𝑔𝑔D,m1 (21) 
𝐱̇𝐱max ≈ 𝛟𝛟m1𝑥̇𝑥max,m1 = 𝛟𝛟m1𝜎𝜎V,m1𝑔𝑔V,m1 (22) 
𝑢𝑢max ≈

𝑢𝑢max,m1
𝛟𝛟m1
T 𝐄𝐄𝑢𝑢

= 𝜎𝜎𝑢𝑢,m1
𝛟𝛟m1
T 𝐄𝐄𝑢𝑢

𝑔𝑔𝑢𝑢,m1 (23) 

ここに，𝜎𝜎D,m1，𝜎𝜎V,m1，𝜎𝜎𝑢𝑢,m1：1 次一般化応答変位，1 次

一般化応答速度および 1 次一般化制御力の標準偏差，

𝑔𝑔D,m1，𝑔𝑔V,m1，𝑔𝑔𝑢𝑢,m1：1 次一般化応答変位，1 次一般化応

答速度および 1 次一般化制御力のピークファクターであ

り，荷重指針 2)を用いて以下の式により与える。 
𝑔𝑔L = √2 ln(600𝑛𝑛m1) + 1.2 (24) 

3.3. 標準偏差 
1 次モード応答の標準偏差は以下の式により算出する 1)。 

𝜎𝜎D,m1 = √∫ |𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛)|2𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑 (25) 

𝜎𝜎V,m1 = √∫ |𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛)|2𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑 (26) 

𝜎𝜎𝑢𝑢,m1 = √∫ |𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛)|2𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑 (27) 

ここに，𝑛𝑛：振動数，𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛)：1 次

一般化応答変位，1 次一般化応答速度および 1 次一般化

制御力の伝達関数，𝑆𝑆m1(𝑛𝑛)：1 次一般化風力のパワースペ

クトル密度である。 
 

𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛)，𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛)は以下の式で算定する。 

𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛) = 1

𝑘𝑘m1 [1 − ( 𝑛𝑛
𝑛𝑛m1

)
2

+ 2𝜁𝜁m1 (
𝑛𝑛
𝑛𝑛m1

) × i]
 (28) 

𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛) = 2𝜋𝜋𝜋𝜋i × 𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛) (29) 
𝐻𝐻𝑢𝑢,m1(𝑛𝑛) = 𝐾𝐾PD,m1𝐻𝐻D,m1(𝑛𝑛) + 𝐾𝐾PV,m1𝐻𝐻V,m1(𝑛𝑛) (30) 

ここに，𝑘𝑘m1：1 次一般化剛性，𝑛𝑛m1：1 次一般化固有振

動数，𝜁𝜁m1：1 次一般化減衰定数，i：虚数単位である。 
 

4. 検証用のモデルと風力の概要 

4.1. 建築物の概要 

図 3 に構造物のモデルを，表 1 にモデルの諸元，表 2 に

各層のパラメータを示す。水平剛性の算出方法は文献 5)を

参考にし，減衰は剛性比例型とする。また，上部構造の 1
次固有モードは直線型モード分布とする。 

   
図 2 力学モデル  図 3 構造物のモデル 

 

表 1 モデルの諸元 

 

表 2 各層パラメータ 
 パラメータ 記号 数値 質点 質量 減衰係数 剛性 

上
部
構
造 

構造種別 - 鉄骨造 𝑖𝑖 𝑚𝑚𝑖𝑖[t] 𝑐𝑐𝑖𝑖[kN･s/m] 𝑘𝑘𝑖𝑖[kN･m] 
高さ 𝐻𝐻 100 m  0 800  ,005 78,957 
幅 𝐵𝐵 20 m 9 800  ,9 0  50,0 8 
奥行き 𝐷𝐷 20 m 8 800 2,7 4 2 3, 83 
密度 𝜌𝜌 0.2 t/m3 7 800 3,4 8 268,453 
1 次固有周期 𝑇𝑇s.m1 2 s 6 800 4,02  3 5,827 
1 次減衰定数 𝜁𝜁s.m1 2 % 5 800 4,524 355,306 

免
震
層 

幅 𝐵𝐵0 20 m 4 800 4,926 386,888 
奥行き 𝐷𝐷0 20 m 3 800 5,228 4 0,576 
面密度 𝜌𝜌0 3 t/m2 2 800 5,429 426,367 
免震周期 𝑇𝑇0 4 s   800 5,529 434,263 
免震減衰比 𝜁𝜁0 20 % 0  ,200 5,78  22,700 

4.2. 風力の概要 

本研究では風洞実験 6)（Wind Tunnel Experience, WTE）

により得られた風直交方向風力を用いる。表 3 に風力の

諸元を示す。また，数値解析結果は 30 ケースのアンサン

ブル平均で評価し，ばらつきを 30 ケースの標準偏差で評

価する。 
また，図 4 に風洞実験から得られる風直交方向風力の 1

次 モ ー ド パ ワ ー ス ペ ク ト ル 密 度 と ， 荷 重 指 針

（Recommendation for Loads on Buildings, RLB）によ

る風直交方向風力のパワースペクトル密度の比較を示す。 
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(d) 

図 5 免震層応答速度の標準偏差 
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図 6 制御力の標準偏差 
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(d) 

図 7 免震層応答変位のピークファクター 
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図 8 免震層応答速度のピークファクター 
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図 9 制御力のピークファクター 
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図 10 免震層最大変位 

 
 
 
(a) 

 
 
 
(b) 

 
 
 
(c) 

 
 
 
(d) 

図 11 免震層最大速度 
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図 12 最大制御力 
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